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１ 復興整備計画の区域（計画区域）（法第４６条第２項第１号関係） 

 大船渡市の一部（別添の復興整備事業総括図のとおり） 

２ 復興整備計画の目標（法第４６条第２項第２号関係） 

① 被災住居を低地から高台へ集団移転することにより、想定される最大級の津波（レベル２：数百年から千年に１回の確率で発生する津波）及び高潮から
人命や財産を守る。 
② 地域の地形特性を踏まえるほか、高齢化や人口減少等も見据えながら、コンパクトな集落づくりを進める。 
③ 移転跡地（移転促進区域）は、災害危険区域に指定し、地域住民参加のもとに水産業や農業の再生等地域振興につながる活用策を見出す。 

３ 土地利用方針（法第４６条第２項第３号関係） 

(1)復興整備計画の区域における土地利用の基本的方向                        
  災害に強い地域づくりを推進するため、被災住居を高台に移転集約する。これに伴い、移転跡地（移転促進区域）は、災害危険区域に指定し、住宅の建設を
禁止するとともに、地区・地域の特性を考慮したうえで、水産関連産業の集積や農地の復旧、商業・業務系用途等地域振興につながるよう有効に活用する。 

(2)土地の用途の概要 
 ①門之浜地区(Ａ地区)：浸水区域内の住居の近傍高台等への移転や防潮堤の整備、宅地等の嵩上げによる防潮・防災機能の付加、山側への避難路の確保等によ

り、安全性が確保できるまちづくりを行う。移転跡地等漁港周辺部は、漁業・水産系及び緑地・農地系を中心とした土地利用を図る。 
 ②小細浦地区(Ｂ地区)：浸水区域内の住居の近傍高台等への移転や防潮堤の整備、山側への避難路の確保や道路網の整備により、安全性が確保できるまちづ

くりを行う。移転跡地等津波被害の大きかった沿岸部は、漁業・水産系を中心とした土地利用を図る。 
 ③田浜地区(Ｃ地区)  ：浸水区域内の住居の近傍高台等への移転や防潮堤の整備、山側への避難路の確保や道路網の整備により、安全性が確保できるまちづ

くりを行う。移転跡地等漁港周辺部は、漁業・水産系及び緑地・農地系を中心とした土地利用を図る。 
 ④崎浜地区(Ｄ地区)  ：浸水区域内の住居の近傍高台等への移転や防潮堤の整備、防災機能を付加した道路整備や山側への避難路の確保等により、安全性が

確保できるまちづくりを行う。移転跡地等漁港周辺部は、漁業・水産系、緑地及び商業・業務系を中心とした土地利用を図る。 

(3)復興整備事業のおおむねの区域を表示した縮尺1/25,000以上の地形図 
  別添の復興整備事業総括図のとおり 

４ 復興整備事業に係る事項（法第４６条第２項第４号関係） 

事 業 区 分 図面記号 事 業 に 係 る 事 項 

(1)市街地開発事業   

(2)土地改良事業   

(3)復興一体事業   
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Ａ地区 事業の名称：門之浜地区集団移転促進事業 
実施主体：大船渡市 
実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 
実施予定期間：平成24年度～平成25年度 

Ｂ地区 事業の名称：小細浦地区集団移転促進事業 
実施主体：大船渡市 
実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 
実施予定期間：平成24年度～平成25年度 

Ｃ地区 事業の名称：田浜地区集団移転促進事業 
実施主体：大船渡市 
実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 
実施予定期間：平成24年度～平成25年度 

(4)集団移転促進事業 

Ｄ地区 
  
事業の名称：崎浜地区集団移転促進事業 
実施主体：大船渡市 
実施区域：別添の復興整備事業総括図のとおり 
実施予定期間：平成24年度～平成25年度 

(5)住宅地区改良事業   

(6)都市施設の整備に関する事業   

(7)津波防護施設の整備に関する事業   

(8)漁港漁場整備事業   

(9)保安施設事業   

(10)液状化対策事業   

(11)造成宅地滑動崩落対策事業   

(12)地籍調査事業   

(13)その他施設の整備に関する事業   

５ 復興整備計画の期間（法第４６条第２項第５号関係） 

平成24年度～平成32年度 

６ その他復興整備事業の実施に関し必要な事項（法第４６条第２項第６号関係） 

 

 


